
経営管理権集積計画策定支援業務委託 

特記仕様書 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本業務は、森林経営管理法に基づく経営管理権集積計画・集積実施配分計画（以下集積計画

という。）策定に必要な資料収集整理、現地確認、森林所有者不明森林等の探索、施業提案書の策定、

森林所有者等関係権利者（以下森林所有者等という。）への説明、集積計画策定の同意の取得をおこな

い、集積計画策定業務を支援することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本仕様書は、小諸市（以下発注者という。）が令和 8 年度に策定する集積計画に必要な第 17

条に規定する業務について適用する。 

 

（準拠法令等） 

第３条 本業務は、業務委託契約書及び本仕様書によるほか、次の関係法令等を遵守して実施する。 

（１） 森林法（昭和 26年 6月 26日法律第 249号） 

（２） 森林法施行令（昭和 26年 7月 31日政令第 276号） 

（３） 森林法施行規則（昭和 26年 8月１日農林省令第 54号） 

（４） 森林経営管理法（平成 30年 6月 1日法律第 35号） 

（５） 森林経営管理法施行令（平成 30年 11月 21日政令第 320号） 

（６） 森林経営管理法施行規則（平成 30年 12月 19日農林水産省令第 78号） 

（７） 森林経営管理制度に係る事務の手引（令和 8年 1月、林野庁森林利用課） 

（８） 林地台帳及び地図整備マニュアル（令和 5年 4月改訂、林野庁） 

（９） 林地台帳及び地図運用マニュアル（令和 5年 9月改訂、林野庁） 

（10） 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

（11） 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 58号） 

（12） 小諸市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 4年 12月 26条例第 16号） 

（13） その他関係法令，規則，通達等 

 

（現場代理人及び管理技術者等） 

第４条 受注者は、本業務を実施するにあたり空間データの統合整備について十分な技量及び経験を

有する者を配置し、業務開始前に発注者に届けなければならない。 

２ 管理技術者は、複数の自治体における森林経営管理制度に係る業務の実務経験を有し、次のいず

れかの者とする。 

 同種業務の業務実績を有し、かつ技術士（森林部門）の有資格者 

 同種業務の業務実績を有し、かつ測量士の有資格者 

 同種業務の業務実績を有し、かつ（一社）日本測量協会が認定する空間情報総括監理技術



者の有資格者 

 

３ 受注者は、業務従事者を選定し、発注者に届けなければならない。また、受注者は、森林経営管理

制度の概要や集積計画等について、森林所有者等に対して的確に説明できるよう、業務従事者に相応

の教育を施すものとする。 

 

（守秘義務） 

第５条 受注者は、本業務の遂行上知り得た情報を業務の目的以外に使用し、また第三者に漏らして

はならない。さらに、本業務が完了した後及び契約が解除された後も同様とする。 

 

（諸事故の処理） 

第６条 受注者は、本業務実施中に諸事故や第三者に損害を与えた場合、自己の責任において解決す

るとともに、発生原因、経過、損害の内容を速やかに発注者へ報告しなければならない。 

 

（貸与資料） 

第７条 本業務を遂行するにあたり、発注者は、受注者に必要な資料（電磁的記録情報を含む。）を貸

与する。ただし、受注者は、貸与された資料の取り扱いについては、十分に注意し、汚損、毀損しない

ように慎重に取り扱うとともに、厳正・的確に管理しなければならない。 

２ 受注者は、発注者から貸与された資料（電磁的記録情報を含む。）を本業務完了後、速やかに発注

者に返却しなければならない。 

 

（業務委託従事者証明証発行） 

第８条 受注者は、現場代理人、主任技術者及び業務従事者のうち第三者と接触応対の必要が生じる

ことが明らかな者について、あらかじめ発注者に業務委託従事者証明証の付与を求め、発注者は特別

の事由がない限りこれに応じる。 

２ 現地調査等、現地に立ち入る場合は、発注者が発行する業務委託従事者証明証を必ず携行して業

務にあたるものとする。 

３ 業務委託従事者証明証は、所有者、その他関係人等から請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

 

（業務計画） 

第９条 受注者は契約締結後速やかに次の書類を提出するものとする。 

（１） 業務着手届 

（２） 管理技術者等届（経歴書含む） 

（３） 工程表 

（４） その他発注者が必要と定めたもの 

２ 契約締結後 14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、承認を得るものとする。 

 

 

 



（再委託の禁止） 

第１０条 受注者は、業務の全部又は本仕様書において指定する主たる部分を第三者に委任し、又は

請け負わせてはならない。 

２ 受注者は業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせるときは、発注者から書面による承諾を得

るものとする。 

 

（打合せ記録簿） 

第１１条 受受注者は、本業務の実施期間中、発注者と綿密な連絡のもとに作業を遂行するとともに、

打合せ事項は「打合せ記録簿」を作成し、発注者に提出するものとする。 

 

（設計変更） 

第１２条 受注者は、作業数量に変更が生じた場合は、作業項目ごとに数量など設計変更に必要な事

項を発注者に報告するものとする。 

２ 発注者は、受注者の報告内容を精査し、必要があると認められる場合は、業務委託料を変更するも

のとする。 

 

（納入場所） 

第１３条 本業務の納入場所は、小諸市農林課とする。 

 

（完成検査） 

第１４条 受注者は、業務完了後に発注者の検査を受けるものとし、仕様書の定めに適合しないもの

として修正の指示があった場合は、速やかに修正を行うものとする。修正後の再検査の合格を以って

完了とする。 

 

（契約不適合責任（瑕疵）） 

第１５条 本業務の完了後に、納入成果物に契約不適合が発見された場合には、本業務の契約期限の

末期から１年間は受注者の責任において無償で修正するものとし、以後は発注者と受注者の協議の上、

行うものとする。 

第２章 業務内容 

 

（業務対象） 

第１６条 本業務の対象範囲は、以下に示す範囲とする。 

別紙 1令和８年度集積計画策定候補地一覧表 

別紙 2令和８年度意向調査回答状況一覧表 

 

（業務内容） 

第１７条 本業務の内容及び履行期間は、以下のとおりとする。 

（１） 資料収集整理・法務局データ変換・構造化・公図スキャニング 

（２） 森林境界筆界地番・森林簿データ等関連情報入力 

（３） 現地確認（調査） 



（４） 権利者確認調査 

（５） 所有者現地立会 

（６）施業提案書・区域図作成 

（７）集積計画・集積実施配分計画の確認書取得 

（８）未回答者への督促 

（９）不明森林所有者の探索（追跡） 

（１０）報告書作成 

（１１）履行期間は、契約日から令和 9年 3月 25日までとする。 

 

（資料収集整理・法務局データ変換・構造化・公図スキャニング） 

第１７条 受注者は、必要となる資料を収集・整理し、必要に応じてデータ形式の変換作業を行うも

ののほか、紙ベースの公図についてはスキャニングを行うものとする。 

２ 受注者は，発注者から貸与される資料を確認し、不備が認められる場合は，その内容と必要な対処

方法について発注者と協議するものとする。 

３ 法務局からの公図借用手続きなどは、受注者が申請書類等を作成し、発注者が行うものとする。  

４ 法務局地図と土地登記簿を突合し、不一致が生じている場合は発注者と協議し決定するものとする。 

 

（森林境界筆図地番・森林簿データ等関連情報入力） 

第１８条 受注者は、森林境界筆図データに、森林簿（林班・小班・施業番号・森林簿地番、樹種、林

齢等の情報）情報を関連させるものとする。 

２ 業務実施地の地番について、地番をキーとして登記簿と公図、森林計画図と森林簿等を照合するも

のとする。  

３ 照合の結果、不一致が生じた場合は、「不一致地番リスト」を作成し、発注者と協議するものとす

る。 

 

（現地確認（調査）） 

第１９条 現地精通者から得た情報、対象区域の外周、道路状況、建物等の地物を確認し、境界とな

る境界標、杭、境界木等の目印を調査・GNSS等により記録するものとする。 

 

（権利者確認調査） 

第２０条 本調査は、登記名義人の所在の特定（相続が発生している場合には相続人の有無の確認ま

で）を行うものとする。 

２ 受注者は前項の成果を別紙様式 土地調査表に整理するものとする。 

 

（施業提案書・区域図作成） 

第２１条 受注者は、集積計画を立てようとする時は、発注者の指示を受け、施業提案書と区域図を

作成するものとする。 

 

（集積計画の確認書取得） 

第２２条 受注者は、発注者が提供する集積計画の様式を使用し、令和８年度集積計画策定候補地一



覧表の内、発注者の指示による地番と施業内容について、森林所有者ごとの集積計画・集積実施配分

計画原案を作成とするものとする。 

 

（森林経営管理制度の概要ならびに集積計画記載事項等の説明） 

第２３条 受注者は、令和８年度集積計画策定候補地一覧表の内、経営管理を委託する意向を確認し

た森林所有者等を訪問し、本人と面談のうえ集積計画の「１個別事項」（別紙様式１）及び「２共通事

項」（別紙様式２）の内容をすべて説明するほか、集積計画の対象となる森林の林小班及び所在地番に

ついて、位置図などの図面を用いてその状況並びに必要な施業について正確に説明するものとする。 

２ 受注者は、前項の集積計画に係る説明のほか、森林所有者等に森林経営管理制度の目的および概

要、義務・制限等について説明するものとする。 

 

（集積計画に対する同意の取得等） 

第２４条 受注者は、森林所有者等から以下各号に従い、集積計画に対する同意を得るものとする。  

（１）同意の取得 

集積計画の「１個別事項」・「２共通事項」の内容に同意が得られたとき、集積計画に対する同意を

証する署名を受けるものとする。 

（２）確認書の受領 

集積計画について、説明を受けたことを証する確認書（別紙様式３）に署名を受けるものとする。 

（３）留意事項 

代筆の場合、確認書の余白に記入年月日と代筆者氏名を記載するものとする。 

２ 集積計画の対象森林について、所有権、地上権、質権、使用貸借による権利、賃借権又はその他の

使用及び収益を目的とする権利を有する関係権利者及び先取特権、抵当権の権利者がある場合は、こ

れらの者から合意を得るものとする。 

 

（訪問面談の特則） 

第２５条 受注者は、集積計画に呈する同意を取得するため、森林所有者等を訪問し面談するときは、

以下の各号の規定にしたがって実施し、対応経過表（任意様式）に対応経過を記録するものとする。 

（１）森林所有者等との面談 

森林所有者等が居住していると思慮される住まいを訪問し、原則として、森林所有者等本人と直接

面談するものとする。 

（２）業務委託従事者証明証の携行 

面談にあたっては、発注者が発行する業務委託従事者証明証を携行するものとする。 

（３）訪問回数等 

森林所有者等を訪問するも面談できないとき、時間帯や曜日を変えて、原則として最低３回訪問す

るものとする。 

（４）面談不能の取り扱い 

森林所有者等が、長期入院(但し、入院先不明)、長期旅行、転居(但し、転居先不明)等により面談で

きない場合は、発注者と協議し、発注者の指示に従うものとする。 

（５ ）その他の取り扱い 

その他の理由により森林所有者等と面談ができない場合は、発注者に報告し、発注者の指示に従う



ものとする。 

 

（不調・不成立の取り扱い） 

第２６条 受注者は、森林所有者等との面談の結果、計画案に係る同意が得られない場合や調査を実

施しても森林所有者等の特定が困難と判断された場合は、その旨を対応経過表に記録し、発注者に報

告するものとする。 

 

（森林所有者等変更になっていることが判明した場合の取り扱い） 

第２７条 受注者は、森林所有者等が異動していることを確認したときは、登記情報で確認したうえ

で真の森林所有者等から同意を得るものとする。 

 

（相続未了の場合の取り扱い） 

第２８条 森林所有者等の死亡が判明し相続登記が完了していない場合は、原則として、以下のとお

り取り扱うものとする。 

（１）遺産分割協議が整っている場合  

遺産分割協議書の提示を受け、当該山林の相続人であることが明確である場合は、その相続人から

同意を得るものとする。 

（２）遺産分割協議が整っていない場合 

法定相続人全員から同意を得るものとする。 

（３）遺産分割の状況等から法定相続人全員が相続予定者を認めている場合 

相続予定者以外の法定相続人全員から委任状を受領し、相続予定者から同意を得るものとする。 

（４）遺産分割協議が整っておらず相続人のすべてを確認できない場合 

森林所有者等の近親者から遺産分割の見通しや遺産分割協議書等の提示の可否及び相続の状況等を

確認し、可能な範囲で法定相続人から同意を得るものとする。 

 

（未回答者への督促） 

第２９条 受注者は、令和８年度意向調査回答状況一覧表の内、発注者が指示する未回答者について、

意向調査の督促を行うものとする。 

２ 前項については、令和７年度に実施した意向調査様式と図面を森林所有者に郵送、または、訪問

による手渡しにより、行うものとする。 

３ 未回答者が意向調査を踏まえ、集積計画の策定に同意する場合、発注者の指示を受け、集積計画

策定の作業を行うものとする。 

 

（不明森林所有者の探索（追跡）） 

第３０条 受注者は、令和８年度意向調査回答状況一覧表の内、発注者が指示する不明森林所有者に

ついて、森林所有者の探索・追跡を行うものとする。 

２ 探索に必要な戸籍謄本等については、発注者が取得し受注者に提供するものとする。 

３ 森林所有者が判明した場合、発注者の指示を受け、集積計画策定の作業を行うものとする。 

 

（報告書作成） 



第３１条 受注者は、本業務の実施内容を報告書にしてとりまとめるものとする。 

２ 報告書は、実施期間、実施数量、実施結果等の内容を明確に記すものとする。 

 

第３章 成果品 

 

（成果品） 

第３２条 受注者は、以下の成果品の中から個別契約に該当する業務に関する成果品を発注者へ納入

するものとする。 

（１） 報告書 

（２） 地番図 

（３） 土地調査表 

（４）署名が施された集積計画 

（５）署名が施された確認書 

（６）対応経過表 

（７）現地調査記録簿（筆毎の状況写真、図面、土地の境界杭の位置、林況等） 

（８）QGISデータセットファイル１式 

（９）意向調査結果マスターデータ（QGISと関連付済み） 

（１０）紙媒体１部、電子媒体（DVD等）１部 

（１１）その他、発注者が指示するもの１式 


